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海洋エネルギー資源利用推進機構（OEAJ) 

設立：平成20年3月 

設立趣意：人類が直面しているエネルギー問題と地球環境問題を一体的に解決する方策・
手段を確立するため、地球の表面積の2/3を占める海洋の利用を柱として、海洋エネルギー資
源利用を推進し、産学官の協力により、持続可能な発展を目指す社会の構築を目的とし、活
動を行います。 

  （洋上風力、波力、海流・潮流・潮汐、海洋温度差、生物環境） 

 

会員：法人 ６２社（大手重工工業、ベンチャー企業、銀行、投資家会社など） 

     個人 196名（民間、大学、研究者、行政関係者、一般市民など） 

 

主な活動：海洋エネルギー資源フォーラム（毎年） 

       情報交換、情報発信、国際的連携、 

       実証的研究開発の推進 

       実証試験海域の設置を目指す、など 

 



再生エネルギーは地域再生と関係が深い！ 

• 各人自身の参加の積み重ね 

• 箱物の設計よりコミュニケーションのデザイン 

プライドの共有（to share CIVIC PRIDE） 

• 時代のキーワードは“安全”と“環境” 

• 海洋エネルギーは絶好のテーマ！ 

• 漁師さんとの共同作業は 

  頭痛の種どころか素晴らしいチャンスです！ 

箱物 物語  
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1. 何故、わが国で再生エネルギーか？
海洋エネルギーか？ 

Why the renewable energy? 

• 地球温暖化（Global warming） 

• エネルギー安全保障（National security)・・・

シェールガス革命により複雑化、益々重要性
大 

• 自給率（Self-supply）、多様化（variety of 
energy sources) 

• 安全（Safe） 

• 等々（and so on) 

 



各種再生可能エネルギーの将来見通し 
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＝２．１日本の現状＝ 
• 洋上風力発電導入実績： 

    商業ベース： 47.2MW 

      実証事業： 4.4MW（着床式）、 4MW（浮体式） 

• 固定価格買取り制度： 

 

 
 

• 導入ロードマップ： 

  ① 総合海洋政策本部参与会議意見書（2014年5月22日） 

       洋上風力：2GW（～2018）⇒10GW（～2024）⇒20GW（～2030） 

       海洋エネルギー発電：1GW（～2022）⇒3GW（～2030） 

   ②   日本風力発電協会（2014年5月） 

       陸上風力：      10GW（2020）⇒27GW（2030）⇒38GW（2050） 

       着床式洋上風力： 0.6GW（2020）⇒6GW（2030)⇒19GW（2050)  

       浮体式洋上風力： 0.1GW（2020）⇒4GW（2030）⇒18GW（2050)   

 

洋上風力 陸上風力 
（20kw＜） 

陸上風力 
（20kw＞） 

太陽光 
（10kw＜） 

太陽光 
（10kw＞） 

調達価格 36円 22円 55円 32円 37円 

調達期間 20年間 20年間 20年間 20年間 10年間 
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NEDO洋上風力発電実証研究 
日本初(2012)の洋上沖合風力発電所として 
銚子沖の離岸距離約3.1km、水深約11.9mの位置に 
三菱重工製の風車が建設された。 
重力式基礎（東京電力、東京大学、鹿島建設） 

着床式 

出力

2.4MW×1 
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着床式、出力2MW 

NEDO洋上風力発電実証研究 
福岡県北九州市沖離岸距離約1.3km、水深約14ｍの地点に
日本製鋼所製の風車を建設した(2013)。 
ジャケット重力式基礎（ Jパワー、五洋建設、新日鉄住金エン

ジニアリング、東京大学、港湾空港技術研究所、伊藤忠テク
ノソリューションズ） 
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風車主要目 
 風車：2.3MW 
 喫水：100ｍ 
 ロータ直径：82.4ｍ 
 水深：120-700ｍ 
 排水体積：5300㎥ 
 係留：3本 

2007年 3MW実証試験実施計画 
     Sintef Marintekで実験 
2008年 設計建造 
2009年 秋に実証試験開始 

Hywind実証実験 
（ノルウェーStatoilHydro） 

世界最初の浮体式風力発電 参考： 



• 2MW級 

• 大規模wind farm評価手法 

             の検討 

• 地域協調構築の実証調査 

• 気象・海象観測、安全設計評価、維持管理、
環境影響評価 
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環境省事業 
 五島沖浮体式洋上風力 2011～2015 
京都大学、戸田建設（株）、富士重工業（株）、 
芙蓉海洋開発（株）、（独）海上技術安全研究所        



12 

水深        100～200m 

年平均風速   ハブ高さにおいて7m/s 以上 

最大有義波高  7～14m 

離岸距離     20km 以上 

浮体式風力発電実証施設の条件 

設備容量  7MＷ風車2基 

        +2MW風
車1基 

浮体形式  セミサブ型、 

        スパー型 

経済産業省 資源エネルギー庁 
「浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業」 



Transportation of compact semi 2MW 

Transportation of floating sub-station 



V-shape Semi 
7MW 

anker 
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「東北復興のためのクリーンエ
ネルギー研究開発推進事業」 
課題１（H24年度～H28年度） 
 
三陸沿岸へ導入可能な波力等
の海洋再生可能エネルギーの
研究開発   40kW 
 
東大生産技術研究所 

文部科学省 
東北復興次世代エネルギー研究開発プロジェクト 

https://www.youtube.com/watch?v=qK85jzdZgWc 
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ブローホール掘削直径
1.4m, 3連集合方式 
補助翼付ウェルズター
ビン 
30kW 
東大先端研、㈱竹中工
務店，富士電機㈱ 

環境省  ブローホール波力発電岩盤掘削振動水中方式 

（H24年度～H26年度） 



＝２．２欧州の洋上風力発電の現状＝ 
稼働中： 

6,562MW 
（2,080基） 
平均離岸距離 ： 30km 
平均水深： 20m 
平均規模： 485MW 

 
建設中：21件 
合意済：22GW 

英国の洋上風力
発電所建設目標 

 
2020年までに  

 29GW 
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欧州の洋上風力
発電所建設目標 

 
2030年までに

40GW 
（900～1,200ﾕｰﾛ） 



海洋再生エネルギー利用の世界の現状 

着床洋上風力・・・既に沿岸で商用化 
浮体式洋上風力・・・商用機の実証試験中 
潮流・・・商用機の実証試験中 
海流・・・デモンストレーション機の準備中 
波力・・・プレ商用機の実証試験段階 
海洋温度差（OTEC）・・・プレ商用機の実証試験段階 
基礎構造物, 敷設、保守管理等の海洋技術、海底ケー
ブル網、拠点港等のインフラの共通点から現在, 大規

模開発が検討されている沖合着床式風力の成り行きが
海洋再生エネルギー全体の行く末を担っている。 



３．日本で海洋再生可能エネルギーの先兵となるべき 
洋上風力発電の産業化は可能か？ 

 サプライチェーンを横断する総合的且つ戦略的に取組む施策が必要 

 先行する欧州の経験に学ぶ効率的取組みが必要 

 日本の地域性を考慮することが必要 

 

（技術革新、インフラ整備に関する課題）⇒政府の支援で産業界が対応すべき課題 

  トータルコスト削減を目指した戦略的技術革新の促進 

 港湾設備、船舶、海底送電網などのインフラ整備 

 洋上風力発電に適した環境影響評価手法の確立 

 風況、海象、地質情報の精度向上 

 地域限定による系統連系能力不足問題への対応 

 

（制度、政策に関する課題）⇒政府として対応すべき課題 

 地域住民・海域利用者との協調制度の構築 

 複雑且つ時間を要する許認可制度の簡素化 

 完工保証、設備稼働保証を担保する制度作り 

 不測の事態に対応する保険制度作り 

 固定価格買取り制度と価格レベルの見直し 

 将来の市場規模と社会コスト削減を示すロードマップの明示 
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そもそも産業化とは？ 

社会的認知が高く、且つ、事業者、投資家、銀行が投資・融資
を行えること 

 

各案件がBANKABLEであること（投資回収リスクが定量化され収益性が見込める） 

地元の合意を得て事業を行える適切なサイトがあること 

売電が確実に継続して行えること 

事業継続を担保する継続した国の政策と支援制度があること 

設置船、ハブ港、送電網などのインフラ投資を行える市場規模があること 

  

（必要な施策）      
① 国主導での戦略的技術革新によるトータルコスト削減のプログラム推進 

② 地元合意形成のしやすいサイトでのパイロット事業の推進 

③   国主導での海洋送電網の整備 

④   事業の継続性と収益性を担保する金融・保険制度の整備 

⑤ 明確な導入目標及び社会コスト削減に関するロードマップの明示           
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４．産業化に向けての提言 
（いかに“BANKABLE”とするか？） 
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① 産官学連携による明確なターゲットを定めた戦略的な 

   技術革新によるライフサイクルコストの削減 
    A)  開発計画策定⇒合意形成⇒建設・設置⇒稼働までのトータルコストの削減 

  B) ハブ港、サプライチェーン、送電網などのインフラ整備と投資誘導 

  C) 海象条件に対応出来る設置船、アクセス船の開発 

  D) O&M態勢の整備  

 

  

 難しい大手電力事業者の参画→政府の戦略的支援が不可欠 
 近離岸に深い海、日本の自然環境を強みに変えるイノベーション→浮体式、複合技術 
 欧米に比べ著しい人材不足→分野横断、国際協力、人材育成につながる継続性 
 過疎、高齢化が加速する地方都市→成長する海洋エネルギー産業による地方創成、分野
横断的取り組み、実証フィールドの活用 

（日本型で考慮すべき地域性） 

現行のFITでBANKABLEになるレベルの明確なターゲットを定めて、英国で推進
されているOFFSHORE WIND ACCELARATORをモデルにした日本型OFFSHORE 
WIND ACCELERATOR (OWA)の推進を提言する 
（MARKET PULLアプローチ） 

“先ずは英国OWAの調査を行い、英国と日本の事情の違いを認識 
  したうえでの日本型OWAの企画・立案より始める” 

*OFFSHORE WIND ACCELERATOR：添付資料参照 
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日本型OWA 

• 欧州では陸上風力、浅海域着床式風力と順を踏んで技術開
発が進んできたので、大水深・大型化・大規模開発化へのイ
ノベーションはTRL-4~7に焦点を絞って進めているが、我が国
の場合には、それらの経験が十分ではないので、TRL-0~3も

含めたり、欧州の先進技術を導入し我が国に合った技術開発
の協働も考慮することも必要（コア技術の選択） 

• 電気、機械、土木、造船工学に加えて経済学、社会学に渡る
新規の複合分野のため企業内、大学内の人材不足 
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CARBON TRUSTよりの提案 

 先ずは100%政府の資金負担で“PROGURAM SCOPING STUDY”（プログラムの基本計画）
を策定すべき 

 プログラム内容とその実施が決定された段階で以下のコミットメントを得る 
  －政府・民間での最低でも4年間の資金負担 
  －政府の資金負担に関する手厚い支援（英国の場合は33%） 
 欧州ではCARBON TRUSTがオペレータ－として全ての資金管理を行っている。 
  （日本でも同様のアプローチが出来ないか？） 



② 地元合意形成のしやすいサイトでの 

  セミコマーシャル・パイロット事業の推進 
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下記を国の全面的支援により推進することを提言する 

A) 風況、海象、海底地質を調査し、且つ、地元合意形成が可能な    
最適サイトを選定 

B) 欧州での事例も参考にBankable Projectとなるようなプロジェクト開発 
計画と実施計画を策定 

C) 特別優遇FITを適用し、且つ、優先系統連系を行う 

D) 海外からの参加を促し、国際的視野、国際的スケールによりプロジェ
クトを立ち上げる 

 
     成功例を作ること、及び、実際の課題解決手法とコスト削減策  
               の確立を目指す（Lesson Learnt) 



③ 広域系統連系強化と国主導での海洋送電網の整備 
    

      
     

   

 

 

 

 

 

注）ドイツ、デンマークでは送電部分は国が支援して別事業化とすることで 
  洋上風力発電のCAPEX（FIT)を抑えている。 

（欧州各国の補助金制度） 
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国主導による下記施策推進を提言する 

A) 広域系統連系を実現して系統連系能力を拡大する 
 

B) 現行のFIT（36円/kwh）でもBankableとする為に国主導で海洋送電網  
   の整備を行う （グリッドの別事業化） 



  A) 想定外の事由による工期遅延、コストオーバーランに対する国の 

    保険制度整備 

 

  B)   制度金融機関による投融資支援 

 

  C) 風況変化による収益性の変化を吸収する金融手法（ウェザーデリバ   

    ティブなどでのリスクヘッジ手法など）の整備  

 

 D) MARINE WARRANTY SERVEY制度の整備による事業継続への保険 

    制度の拡充 
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④ 金融・保険制度によるサポート 

事業の完工保証を担保し採算性を向上させる為の国の支援
の強化を提言する 



A） 設置船、アクセス船、ハブ港、送電網整備などインフラ投資が行える様な  

   目標国内市場規模の明示 

B） サプライチェーンの基盤整備と拡大を可能とする様な目標市場規模の  

    明示（産業基盤の底上げ策） 

C） 導入目標達成の為のマイルストーンの明示 

D) 産業として永続する為の社会コスト低減ロードマップの明示 

   （グリッドパリティーを目指したコスト低減） 
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⑤ 明確な導入目標とロードマップの明示 

導入目標と社会コスト削減のロードマップの明示を提言する 



５．英国でのOFFSHORE WIND ACCELARATORの内容 
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英国の洋上風力の沖合展開 
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英国OFFSHORE WIND ACCELERATORの背景 
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どうやって２５％コスト低減を実現するのか？ 

• タービンで７～１９％、それ以外で１５～１８％ 

• タービン業界は大型化、高信頼化、高効率化を現に進めてい
る。 

• 残りの業界がタービン以外の所でイノベーションをしなければ
ならない！ 

   

基礎構造設計、組み立て工程、設置工程、作業船と移送システ
ム設計、電気部品供給者、伴流影響モデル化技術、等 
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英国ではCarbon Trustが 
洋上風力アクセラレイターを組織 

(Offshore Wind Accelerator) 
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９電気事業者（メーカーは入っていない） ＋ Carbon Trust 
７８～１００ 億円 のプログラム（１/3補助） 
 
各項目毎にイノベーションを出し合う第３者グループを組織 
（伴流影響、設計、組み立て、設置、電気システム、O&Mの得意メーカー 
＋事業者） 
 
マーケットプル・イノベーション（利用者ドリブン） 
 
コスト削減にインパクトの大きい領域に集中 
（アクセス・システム、ケーブル敷設、電力制御、基礎、伴流影響、環境評価） 



OWAの構成  
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英国政府系機関CARBON TRUSTと欧州の大手発電事業者9社2009年より
100億円規模のOffshore Wind Acceleratorを開始 （1/3英国政府負担） 
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OWAはMARKET-PULLの技術革新 
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洋上風力発電建設コストの70%を占める「風車を除く分野」のコスト削減を目指す 
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コスト削減を目指した技術革新の大きなチャンス 
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対象は商業化に近いTRL-4以上の技術 
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基礎構造 
  の競争 
１０４の提案 
７に予備選考 
４が最終選考 
２提案を 
 実証試験へ 
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Suction 
bucket 
jacket 
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Access boat 
波高1.5m 
 200日/年 
波高3.0m 
 310日/年 
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これまでのO&M関係、基礎工法、風況調査、ケーブルに関する 
技術革新で既に15%のコスト削減達成が見込まれる 
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洋上風力発電ファーム建設成功のKEY FACTOR 

地元合意 
形成 

プロジェクト
計画策定 

資金調達 

建設・施工
（EPCI)契約 

O&M 

サイト調査 

 漁協との協調 
 住民の理解 
 自治体許可取得 

 風況調査 
 海象調査 
 地質調査 
 環境影響評価 

 発電規模・風車 
 基礎工法・設置方法 
 系統連系 
 スケジュール 
 F/S ⇒ 投資判断 
 建設工事許可 

 SPC設立 
 資本金調達 
 借入金確保 
 管理システム構築 
 保険付保 

風車購入 
契約 

 完工保証 
 稼働率保証 
 発電能力保証 

 運転監視 
 定期メンテナンス 
 故障対応 
 保険付保 

 工事進捗管理 
 安全管理 

建設・施工
管理契約 

開発
フェーズ 

建設・実施 
フェーズ 

キーワード：“BANKABLE” 

補足資料 
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BANKABLE PROJECTとは？ 

 プロジェクトの目的と意義     ⇒明確であること 
 プロジェクト実施組織         ⇒能力のあるパートナーによる有機的な組織作り 
 地元合意（漁業関係者、住民）  ⇒地域貢献への地元理解（付加価値、雇用、収入創出） 
 海域利用権              ⇒港湾地区、漁業権内での海面占有許可の取得 
 環境影響                                   ⇒環境アセスメントの実施 
 気象・海象条件データ整備           ⇒自然災害対策を含む適切な設計条件の設定 
 海底地質データ整備                    ⇒異物確認及び適切な工法選択と工事実施計画立案 
 風況データ整備                             ⇒適切な風車選択と正確な設備利用率予測 
 プロジェクト内容              ⇒ 適切な規模、配置、ケーブルルートなど 
 プロジェクト実施計画                   ⇒適切な組織、実行可能なスケジュール、安全管理 
 プロジェクトコスト算定            ⇒適切な初期投資額、運転資金、予備費の設定 
 資金調達計画               ⇒実行可能な資本金（株主構成）・借入計画策定 
 契約形態                              ⇒責任分担の明確化とインターフェースなどのリスク回避 
 完工保証、稼働保証                 ⇒信頼に足る業者の選択 
 工事施工管理システム                ⇒マネージメント・コントラクターの起用 
 稼働維持保証            ⇒通常O&Mと緊急対応態勢の整備 

 撤去計画               ⇒事業終了時の撤去と完全現状復帰計画策定   

適切な前提条件での事業実施計画策定とフィージビリティー・スタディーがなされ 

投資基準（IRR＝内部収益率）を満たす 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画 

BANKABLE 
PROJECT 

補足資料 
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現行の洋上風力FITでBANKABLE PROJECTとは？ 

洋上風力FIT: 36円／ｋWh（税抜）  調達期間： 20年 
 
前提条件： 資本費（CAPEX)＝565,000円／ｋW （5.65億円／MW） 
        運転維持費（OPEX)＝22,500円／ｋW／年 
        設備利用率= 30%        
 

資本費（CAPEX)＜5.65億円／MW 
運転維持費（OPEX)＜22,500円／kW／年 

設備利用率＞30%    

目指すべき条件 

IRR＞10% 
（BANKABLE） 

 ① 完工保証（Timely Completion)、 ② 設備稼働維持 （Proper O&M） 
③ 衛生・安全・環境・品質管理（HSEQ)、 ④ 保険付保 （Risk Hedge)  

補足資料 
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６．産業化のための我が国の課題 

産業界が安心して国内外市場規模と投資金額を明確
に出来るように、国家戦略として 
• 再生エネルギー導入の先導政策として 
 導入目標とそのロードマップの提示 
 電力制度改革 
 電力会社間の系統接続の強化 
 電力貯留施設の抜本的拡充   
• 商用化フィールドの指定 

• インフラ整備：商用機用実証テスト場設置 

• 欧米に比べコスト高原因の除去 

    （設置保守用の特殊作業船、拠点港整備他） 

 



産業化のための我が国の課題（続） 
海洋再生エネルギー振興優遇措置としてデベロッパー、投資家、
銀行家が投資しやすい環境整備 

• 制度金融による支援 

• 不測の事態による工事遅延、コストオーバーランを補填する国
の保険 

• 風況による収益変化に対応する天候デリバティブ等の金融手法 

 導入、等々 

 
• 日本型OWAによるテクニカル・イノベーション 
• 海域利用のルールの創設と関係省庁が 
     スムーズに連携するしくみの構築g 

 



産業化を支えるR&Dも我が国では大切！ 

TRL-0~3に対応する技術にも適切な補助事業を行うことにより, 
マーケットプル・イノベーションをサポートし, 独自性・新規性を追
求すべき 

• 新規の複合学術分野の一貫した人材育成システムの構築 

• TRL-0~3に対応する補助事業 

• NaRECのような陸上ベンチテストが可能な試験機関 

• プロトタイプ用実証テスト場施設の設備整備 

 

 



研究拠点形成、地域利活用、産業活性化に関する方策の提言 
海洋エネルギーの研究及び導入に向けた方策・提言 

• 人づくり（英国の事例） 
– 実証サイト後に向けた提案：日本版 Industrial Doctoral course of offshore energy 

地元大学と東京大学等が協力して横型海洋エネルギー産業大学院コースを設置 
 

 

英国の学術研究機関 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

英国 
 
 
 
 

大学 大学 大学 

Industrial Doctoral course of offshore energy 人材育成  

ＩＤＣＯＥ 

企業 企業 企業 

SuperGen ＣＭＥＲ 

ＵＫ政府  

地方政府 
ＥＵ ＭＡＲＩＮＥＴ ＮａＲＥＣ 

国立再生可能 
エネルギーセンター 

EMEC 

European  Marine Energy Center 

基礎研究 

社会実装のための
応用研究 

実証試験 
商用機R&D 

支援 

EU Marine Research Network 

UKの事例 

Center of Marine Energy Research 共同研究  

ＥＵ 



 Ocean Energy Test Site applicants where local governments preparing 

青森県(潮流、JMEC誘致) 

※H24予算措置あり 

岩手県(波力、風力等、JMEC誘致) 

※H24予算措置あり 

東京都神津島(波力) 
※東京大学が研究実施中 

佐賀県(潮流、風力他、JMEC誘致) 
※佐賀大海洋ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰを核、 
 H24予算措置あり 

長崎県(潮流、風力、JMEC
誘致) 
※H24予算措置あり 

福井県(ｴﾈﾙｷﾞｰ全般の研究) 
※H24予算措置あり 
(若狭湾エネルギー研究センター運営補助) 

新潟県(潮流＋ｽﾏ-ﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ実証) 
※H24予算措置あり 

和歌山県（海流） 
もJMEC志向 

鹿児島県(潮・海流、波力等、JMEC誘致) 
※H24補正で予算措置あり 

静岡県(波力等、JMEC誘致) 

沖縄県(温度差、波力、
JMEC誘致) 
※H24予算措置あり 

Niigata 

Fukui 

Saga 

Nagasaki 

Kagoshima 

Okinawa 

Aomori 

Iwate 

Shizuoka 

Tokyo 

Wakayama 

Wind  farm applicants: Aomori, Iwate,  
Ibaraki, Chiba, Shizuoka, Niigata, Fukui,  
Saga, Nagasaki 
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導入目標（国家戦略）の明示 

国内外市場規模・投資金額の明示と
ロードマップの提示 

実証フィールドの指定 
 

関連企業が集積するエリアの指定 
開発拠点港の指定 

商用化フィールドの指定と 
商用化の仕組みの構築 

設置・保守等のための特殊船開発・
運用体制への支援 

海域利用のルールの創設と検証 
関係省庁がスムーズに連携するしくみの構築 

日本でも 
パッケージで 
一気に推進！ 



ノルウェー 

 

• DNV-OS-J103 Design of Floating Wind Turbine Structures の発
表、普及 

• STATOILのHywindの売り込み：日立造船他 

７．諸外国の取り組み 



フランスの動き 

• France Energy Marines  一昨年に誕生、実証試験の中心 
• ナント大学、SEM-REV  

 
 
 
 
 
 

• 大手原発メーカー  AREVA他 
• 大手重工メーカー  ALSTOM 
• 低コスト浮体式洋上風力（IDEOL) moon pool付きコンクリート製  

SEM-REV 

ECN - LMF 



ALSTOMの7MW風車 

今は海岸沿いの陸上でテスト 
とメンテナンスの訓練中 
 
その後、着床式としてサイトに 
移動の予定 
 
旧造船所に仮工場を作り、品質 
管理と工員教育の実施中 
 
100基/年の量産工場を港湾地 
区に建設中 



ハイブリッドの選択肢 
 

（FP７との関係は不明） 

1stMEETING July 1,’13 for 4thOETR 2015/1/19 



非水平軸式という選択肢 

2015/1/19 1stMEETING July 1,’13 for 4thOETR 

【左図】 
三井海洋開発 
浮体式潮流・風力ハイブリッド発電 
発電出力500kW 
浮体： 直径29m 
風車： 高さ36m 直径24m 
水車： 浮体下10.5m 直径15m 
設置場所：佐賀県加部島北西約1㎞ 
     水深約50m 

NaREC 9MW空力発電機 

フランス 

不明 



複雑な三陸・釜石沖の漁業区域 

64 

８．海の新しい産業を漁業者と手を携えて 
       岩手県での一例 



候補海域に関係する漁業団体との合意状況 

エリア 団  体  名 備   考 

地元団体 唐丹町漁業協同組合 文書で確認 

  釜石湾漁業協同組合 同上 

  釜石東部漁業協同組合 同上 

  新おおつち漁業協同組合 同上 

県団体 岩手県漁業協同組合連合会 会長に確認 

  岩手県沿岸漁船漁業組合 組合長に確認 

全国団体 北部太平洋まき網漁業協同組合連合会 文書で確認（見込） 

出所：岩手県「海洋再生可能エネルギー実証フィールド提案書」平成26年2月 
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漁業者の懸念事項 

1. 漁場への影響範囲 

2. 蝟集効果 

3. 接地（アース）方針 

4. 海底ケーブル 

• 漁網との干渉や破断の可能性 
• 海底ケーブル周辺電磁場の影響 

5. 音の影響 
 

 

 

 

（できるだけ）科学的根拠に基づく説明会開催（平成25年10月） 
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（写真）海洋エネルギーと漁業協調に関する意見交換会の   

    開催状況（平成25年12月26日：釜石市） 

（写真）三陸復興・海洋エネルギー実証フィールド検討委員会 

     の開催状況（盛岡市） 

67 

学識経験者や漁業団体の代表等によ
る「三陸復興・海洋エネルギー実証フィ
ールド検討委員会」を設置。 

福島県の漁業者を招き、海洋エネル
ギーと漁業協調の事例や福島県沖合
の浮体式洋上風力発電実証研究事
業の取組の紹介後、意見交換。 

参加者 36名（うち漁業関係者19名） 



今や、漁業者が最大の応援団 

68 
木村琳藏氏の承諾の下で掲載しています。 



８．我が国の企業、大学、研究機関は今 

• 企業は海洋エネルギービジネスに投資することにためらいが
ある。省庁の政策と“鶏と卵の関係” 

• ある会社は国外に限定してビジネスを考えている 

• ある会社は国外の会社の新規のコンセプトを歓迎して投資リ
スクの分散を考えている 

• 我が国の大学、研究機関は実証試験をしたいため国外の会
社であっても協力したいと思っている 
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まとめ  
• 日本も欧州先進国のように海洋エネルギー導入目標
を定めて取り組み、産業界が安心して取り組めるよう
にするべき 

• 政府は、きっと早期に工程表を提示してくれるでしょう 
• 現状の努力を更に加速すれば、2030年には再生エネ
ルギーで総電力の３５％を賄えます 

• その内のある部分は海洋エネルギーが担います 
• 今、海洋エネルギー開発をやっておけば2050年に海
洋エネルギーが再生エネルギーの主要部分を担うこ
とになるでしょう 

• そのためには、インフラ整備とともに英国がやってい
るように至急OWAを産官で取り組むべき 

• 我が国は遅れている分、日本型OWAを考えねばなら
ない 


